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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、３日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 昨日に引

き続き、市政に対する一般質問を行います。

２番髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） 皆さん、おはようご

ざいます。

２番市民クラブの髙橋武志でございます。

一般質問に先立ち、先月２１日、北海道エ

アシステムが、来年７月就航を目指している

定期便に向けた三沢－札幌丘珠間の需要調査

のためのチャーター便を試験的に運航されま

した。種市市長も搭乗され、北海道道庁や札

幌市、北海道エアシステム関係者への挨拶回

りをされ、大変御苦労さまでございました。

新聞等で、定期便就航に向けて、青森側と

道内、また、札幌市、北海道システムも、お

互いに利用促進に向け、協力・連携をしてい

くことで一致したと報じられておりました。

また、１２月８日、明日、定期便就航に向

け、需要調査のためチャーター便が運航され

る予定。三沢市民は、この路線の開設に期待

を持って見守っているところでございます。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

最初の質問は、防災体制について。

昨年３月１１日は、東日本大震災と原発事

故という未曾有の大災害、その後の大混乱を

経験して、改めて危機管理の必要性を痛感さ

せられました。三沢市においても、沿岸部を

中心に大きな津波被害を受けました。

各自治体は地域防災計画を見直しし、地域

の実情に応じた活動計画を作成し、地域に

よって地震・津波などに対応、また、水害を

意識した危機管理対策が必要であります。

自然現象も毎年変化し、台風、竜巻、ゲリ

ラ豪雨、豪雪などが頻繁に起きるようになり

ました。

災害に強い市民が安心して暮らせるまちづ

くりが推進され、まちづくりをつくっていく

行政と市民参加、市民の協働努力が今求めら

れております。

大災害が起きたときこそ、地域の実態をよ

く知る地域防災組織、地域の人の力が求めら

れます。被害を最小限にとどめ、災害の拡大

を防止するには、ふだんから住民による防災

組織を設けて、出火防止、初期消火、被災者

の救出・救護、避難誘導等を組織的に練習を

重ねて行い、災害時には避難所運営などでも

中核的な立場から活動する地域防災組織と、

地域の防災トップリーダーが今求められてお

ります。

危機が発生した後の対応だけでなく、危機

が発生したときの被害を少なくするための事

前対策も重要な課題であると思います。

東日本大震災を契機に、全国的に防災の意

識が高まる中、住民が高齢者や子供の避難誘

導、救護を行う自主防災組織が県内でも相次

いで発足しています。

県防災消防課の調査結果によると、県内の

自主防災組織は、震災後の昨年４月１日時点

で４９３組織だったが、今年１月時点では５

２７組織にふえ、震災直後と比べて、新たに

３４組織が結成された。特に、津波被害を受

けた県南地域で動きが活発化している。

県内の組織率は、今年１月時点で３３％と

全国平均の半分以下であるが、市町村別で最

もふえたのは三沢市で、８組織がふえ、２５

組織で組織率３４.１％であったことが新聞

で公表されております。

さらに、三沢市は、今年１１月現在で４組

織がふえて、２９組織が結成されたことが、

広報みさわ１２月号に掲載されております。

青森県三沢市においても、地域防災組織は

全国平均の半分以下で、三沢市の後期総合振

興計画素案では、目標値、２８年度６０％を

掲げておりますが、被災地としては、最低６

０％目標、全国平均を上回るように推進して
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いただきたいと思います。

被害を最小限にとどめ、災害の拡大を防止

する。災害の内容と現場の危険性を知り、い

ち早く避難させるかを考え、行動することが

求められます。

そこで、防災体制について、次の３点につ

いてお伺いいたします。

１点目、広報無線についてお伺いいたしま

す。

災害が発生した場合、被害を最小限にとど

め、災害の拡大を防止し、災害の規模、災害

の位置や状況を把握し、いち早く正確な災害

情報を市民に知らせなければならない。

東日本大震災に関する市が実施した市民ア

ンケートの中で、広報無線、防災行政無線に

ついて、回答者の４割余りが、内容が聞き取

れなかったと回答しているが、今後、改良す

る点はあるのか、お伺いいたします。

２点目、集会施設、学校その他公共施設

は、避難計画の中でどのように位置づけられ

ているか、お伺いいたします。

災害時には、災害内容と現場の危険性を知

り、いち早く避難させるかを考え、行動する

ことが求められます。

現在、公園が一時避難場所であり、学校が

避難所となっておりますが、町内の方々は、

ふだん使用している集会所に集まることもあ

り、また、自主防災組織の活動拠点地なども

集会施設となっているところが少なくないと

思います。

３点目、災害対策本部は現状のあり方でよ

いか、お伺いいたします。

昨年３月１１日の東日本大震災、その後、

２回目の三沢市防災訓練が実施されました。

昨年は三沢第二中学校、今年は斗南藩記念観

光村を主会場とし、災害対策本部を設置し、

防災訓練が実施されました。その中に警察、

自衛隊等も三沢市防災会議組織の災害対策本

部に入れて、情報のやりとりをすべきと思い

ます。

三沢市防災計画の中では、防災訓練終了後

は評価を実施し、課題、問題点を明確にし、

必要に応じて体制等の改善を行うとありま

す。

災害対策本部について、現行の市長応接室

で耐震上大丈夫かどうか。

そこで、市には多くの建物がある中で、総

合社会福祉センターや国際交流センターには

発電機、休憩所、食堂等が完備され、長期の

使用に耐え得るのではないかと。同センター

に本部を設置し、防災訓練をする想定はある

のか、お伺いいたします。

以上、防災体制について３点、どのように

考えられておるか、お伺いいたします。

次の質問は、障害者の雇用について質問さ

せていただきます。

障害のある人が普通に地域で安心して暮ら

し、地域の一員として生活できる社会の実現

は、三沢市でも理想として掲げています。そ

のためには、職業による自立が極めて重要で

あります。

今般、平成２５年４月１日から、障害者雇

用率制度が改正され、障害者を雇用しなけれ

ばならない事業主の範囲が、従業員５０人以

上に変わります。また、法定雇用率も事業主

区分別に引き上げられます。

そこで、障害者の雇用について、次の２点

についてお伺いいたします。

１点目、三沢市では、この制度に対応した

職員等の雇用を考えているか、お伺いいたし

ます。

２点目、事業者は、障害者の雇用率制度に

基づく雇用義務を履行しなければなりませ

ん。障害者の雇用を促進するために、この制

度について、市としては事業主に対し、どの

ような方法で啓発、広報等をしていくのか、

お伺いいたします。

以上、障害者の雇用について、２点、どの

ように考えられておるか、お伺いいたしま

す。

以上で、私の質問を終わります。よろしく

お願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの２番髙橋

武志議員の質問に対する当局の答弁を求めま
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す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの髙橋議員さん御質問の防災体制

のうち、災害対策本部のあり方については私

から、その他につきましては担当部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと思い

ます。

災害対策本部を総合社会福祉センターや国

際交流教育センターへ設置する考えはないか

との御質問でありますが、市庁舎には防災行

政用無線の放送施設や機器、全国瞬時警報シ

ステムＪ－ＡＬＥＲＴの機器、青森県総合防

災情報システムの機器、災害時用の衛星電話

等が備えつけられ、通信伝達機能の拠点と

なっているわけであります。

また、非常用の発電機も設置し、災害対策

本部の機能を維持する準備をも備えておりま

す。

なお、市庁舎自体は、現在、御案内のよう

に耐震診断を行っており、結果は今年度内に

出る予定となっております。そのため、当面

の間は、必要な機器が備えつけられている市

庁舎での災害対策本部設置を考えているわけ

であります。

また、災害対策本部には、渉外広報部を設

けまして、警察、自衛隊等防災関係機関とも

連絡を密にし、情報共有を図った上で災害対

策に当たっておりまして、今後は、状況に応

じまして、情報交換、共有がスムーズに行わ

れるよう、各機関を含めての対策本部会議を

開催してまいりたい、このように考えており

ます。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 御質問の防災

行政用無線の難聴地域解消のための改良点に

つきましては、今年度、屋外スピーカーの音

響音達調査を行い、この結果に基づきまし

て、スピーカーの配置、角度等を再検討し、

改修計画を策定することとしており、それに

基づきまして、来年度から難聴地域の減少に

向けた取り組みを実施したいと考えておりま

す。

しかしながら、防災行政用無線施設の外部

スピーカーのみでは、風の向きにより音が流

されたり、高気密住宅や防音住宅では屋内に

音が届きにくいなどの問題があります。

そのため、重要な情報を早く、正確に市民

の皆様に伝えることができるように、情報

メール、エリアメール、マックテレビ、三沢

市のホームページ等、複数のメディアを利用

し、情報を発信しているところであります。

次に、御質問の町内会集会所の三沢市地域

防災計画上の位置づけについてお答えいたし

ます。

三沢市地域防災計画では、公園や校庭等の

構造物が少なく広いスペースを確保できる場

所を一時避難場所として、また、学校等の屋

内施設では、数百人規模の市民が避難できる

場所を避難所として指定しておりますが、各

町内会の集会所については、避難所として指

定しておりません。

避難所が開設されるような災害時のため

に、市では発電機、電灯、暖房器具等の購入

やリース、食料等の備蓄、無線機の購入等を

行っていますが、これらの資機材は市で開設

している避難所に届けられることになりま

す。

集会所に避難されましても、市といたしま

しては、避難状況の把握が難しく、連絡機材

等についても数に限りがあるため、災害時に

は避難所に避難していただくよう、三沢市の

ホームページ、防災訓練、防災マップ等を通

じて周知徹底を図ってまいりたいと考えてお

ります。

続きまして、障害者の雇用についての１点

目についてお答えいたします。

障害者の法定雇用率につきましては、障害

者の雇用の促進等に関する法律により定めら

れており、国、地方公共団体等は２.１％と

されております。

当市では、平成２３年まではこの法定雇用
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率を満たしておりましたが、ことしは１.６

２％と下回ったところであります。

これまでも障害者を対象とした臨時的任用

職員の募集をするなど、障害者の雇用に向け

た取り組みを行っているところであります

が、受験申込者が少ない、あるいは他の企業

へ就職するなど厳しい状況にあります。

また、法定雇用率を下回った場合は、労働

局に対して、法定雇用率を上回るよう、翌年

の障害者の採用計画を提出することが義務づ

けられており、本年１１月に提出したところ

であります。

今後につきましては、障害者の採用計画を

もとに、公共職業安定所をはじめとする関係

機関等の協力を得ながら、平成２５年４月１

日から２.３％に引き上げられる法定雇用率

を上回るよう、引き続き、障害者の雇用に向

けて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 障害者の雇

用問題の第２点目、事業主に対して、障害者

雇用についての理解を促進するための取り組

みについてお答えいたします。

このことにつきましては、さまざまな関係

団体との連携・協働が不可欠であり、総合的

に取り組むことが大変重要なことであります

ことから、三沢市商工会、三沢地区障がい者

就労支援連絡会、障害者就業・生活支援セン

ター、ハローワーク、自立支援協議会、各種

福祉的就労事業所等との関係をより緊密に

し、今後とも推進してまいりたいと考えてお

ります。

また、三沢地区雇用対策協議会等の関係団

体に対して、障害者雇用及び職親委託事業の

理解、啓蒙、促進を呼びかけたパンフレット

を配布する活動や、七戸養護学校の就職担当

教諭と一緒に市内各企業を訪問して、同校の

生徒の実習を受け入れてくださるよう要請を

行ってまいりました。

今後におきましても、障害者雇用に対する

理解を求める活動を継続して行い、新たな障

害者雇用を促進する取り組みも検討・研究し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ２番。

○２番（髙橋武志君） 再質問をさせていた

だきます。

種市市長をはじめ執行部の御答弁、ありが

とうございました。

防災体制の中で、防災無線について、関連

質問させていただきます。

防災無線は、言うまでもなく、これから発

生する災害または災害が発生した場合に、い

ち早く多くの市民の皆さん方に正確な災害情

報を伝える、その一つの防災用無線システム

であるわけでございます。

地震や津波、あるいは今話題になっている

ミサイル攻撃などの緊急情報、国民保護のた

めの情報伝達などを、国が地方自治体に送る

全国瞬時警報システムＪ－ＡＬＥＲＴの一斉

訓練が総務省、消防庁が９月１２日に実施し

たと。その中で、自治体全体の１６％、２８

２市町村にふぐあいがあったということが新

聞で公表されております。

今、防災本部の答弁の中で、Ｊ－ＡＬＥＲ

Ｔの設置は国際交流センターに設置されてい

るというような答弁がございましたけれど

も、三沢市の９月１２日の防災無線の一斉訓

練状況はどのようなものであったのか、ふぐ

あいがあったのか、ないのか、この点につい

てお伺いしたいと思います。

今月の１０日から２２日の間に、４月と同

じ北朝鮮によるミサイル発射が予定されてい

るというような報道もされている中で、当市

はどうであったのか、それについてお伺いい

たします。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） ただいまのＪ

－ＡＬＥＲＴの関係の再質問にお答えいたし

ます。

これまで全国的に行われたＪ－ＡＬＥＲＴ

の試験放送につきましては、三沢市でも当然
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実施されておりますが、御質問の９月１２日

の試験放送におきましては、国からの情報を

正常に受信し、放送を行ったところでありま

す。

以上であります。

それから、先ほどの議員さんのお話の中

で、Ｊ－ＡＬＥＲＴが国際交流センターのほ

うに設置されているということで、ちょっと

お話がございましたけれども、本庁舎のほう

に設置されておりますので、よろしくお願い

いたします。

○議長（舩見亮悦君） ２番。

○２番（髙橋武志君） 先ほどＪ－ＡＬＥＲ

Ｔの設置が国際交流センターのほうにあると

いうように、私は間違った質問をいたしまし

た。これを訂正して、本庁舎のほうにあると

いうことで、御了承をお願いしたいと思いま

す。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、２番髙橋武

志議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

○５番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。

みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

質問に入る前に、私が通告しました福祉問

題の障害者雇用に関する問題につきまして

は、ただいま一般質問されました髙橋議員と

ちょっと趣旨が異なりますので、そのまま質

問させていただきます。

まず、防災問題について伺います。

三沢市は、昨年発生した東日本大震災で２

名のとうとい命が失われたとともに、その被

害は、漁業、農業関係を中心に約７８億円に

上り、住家についても、全壊１９棟を含む７

５棟が甚大な被害を受けました。

この震災から一刻も早い復旧を果たすとと

もに、災害に強く、活力と魅力ある復興まち

づくりを着実かつ積極的に推進するため、昨

年１２月に三沢市復興計画が策定されまし

た。

そして、今後、策定される三沢市総合振興

計画後期計画に反映するとともに、特に、震

災を教訓とした防災に関する取り組みについ

ては、三沢市地域防災計画に反映するよう、

現在、防災計画の見直しが推進されていま

す。

私は、平成２２年三沢市議会第３回定例会

で、防災・危機に関する知識、能力を持った

退職自衛官を市の防災専門官に採用する考え

はあるのかを質問しました。

その答弁において、当時の総務部長は、三

沢市は市長を補佐する防災専門官は配置して

いないが、消防大学校において危機管理セミ

ナー等を修了した、消防活動の実動部隊の長

である消防長がその役割を果たしているの

で、現段階では退職自衛官を防災専門官とし

て置く予定はないと答弁されました。

しかしながら、ここ数年、消防長は人事異

動で１年ごとにかわっており、総務部長が答

弁された防災専門官としての役割を本当に果

たしているのか、やや疑問を感じます。

防災計画の見直しを含めた各種計画策定で

中心的な役割を担う消防長が１年ごとにかわ

ると、継続性がないと思います。やはり防災

計画等の見直しには、少なくともその計画が

策定されるまでの間は同じ方が継続して担当

する必要があると思います。

そのような中、隣のおいらせ町では、こと

し７月に、防災及び危機管理体制の強化のた

め、非常勤の防災危機管理専門官を採用しま

した。採用された方は、三沢市在住の退職自

衛官です。

その方は、自衛隊在職中は、自衛隊の任務

に関する各種行動や運用に関する業務を担当

しており、応募資格にある防災士資格を取得

するなど、防災・危機管理能力にすぐれた方

です。自衛隊で培った経験、能力を生かし、

町の防災・危機に関する業務に寄与すること

は間違いないと思います。

三沢市は、三沢市に在住するこのような能

力を持った退職自衛官を活用することができ

ないのは、三沢市にとって非常にマイナスだ
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と思います。

また、三沢は基地のまちであり、航空事故

等に伴う基地から説明があっても、飛行運用

に関する専門家がいないので、その意味する

ところが余り理解できていないように私は感

じています。

三沢基地では毎年約４０名ぐらいの自衛官

が退職し、そのほとんどの方が三沢市に住ま

われていますが、このような防災・危機管理

に関する知識と経験を持った退職自衛官は多

くいません。

三沢市も防災及び危機管理体制の強化のた

め、地域防災計画や国民保護計画等、防災管

理室が所管する業務に関する知識並びに飛行

運用等に知識と経験がある退職自衛官を防

災・危機管理専門官の非常勤職員として採用

すべきだと思いますが、市としてその考えが

あるか、伺います。

２点目は、福祉問題について伺います。

私は、平成２２年三沢市議会第３回定例会

で福祉問題を取り上げ、三沢市の特徴を生か

した障害者雇用について質問しました。

その後、市の担当者は、養護学校等の方々

と積極的に活動していただき、ある企業が障

害者１人を雇用していただき、障害者の道が

少し開けたと思っていました。

しかしながら、事業者の障害者雇用に対す

る理解がまだ不足しており、採用された企業

の担当者からは、障害者本人の前で、普通の

人もとっていないのに、どうして障害者をと

らなければならないのか。また、養護学校

は、実習だけというくせに、実習をすれば障

害者を押しつけてくる。１年だけだな、それ

だけだなと言われました。

本人は一生懸命頑張ったのですが、事業主

にはその思いが通じず、１年間で解雇されて

しまいました。腹の中では何をどう思おうが

勝手だと思いますが、これから頑張ろうとし

ている本人の前で言うべきことでないと思い

ます。もっと事業者の方に、障害者の就労に

関する理解が必要だと思います。

市は障害者雇用について、各種事業を通

じ、活動されていますが、もっと事業主に対

する障害者雇用の理解を深める事業を進める

べきだと思います。そのためには、事業主を

含めた障害者を雇用している会社等の見学や

研修を積極的に推進すべきと思います。

私も障害者を雇用している県内の会社を研

修し、一番肌で感じるのは、どの会社でも共

通している点は、働く人皆さんが明るく挨拶

ができ、健常者と障害者の壁がなく、同じよ

うに仕事をしていることです。

また、どの会社も採用した当初はいろいろ

苦労はあったと聞きますが、事業主の障害者

雇用に対する思いが非常に高い点にありま

す。

そこで、次の点を伺います。

まず１点目は、障害者雇用に関して、障害

者の雇用の促進等に関する法律では、事業主

に対して、その雇用する労働者に占める身体

障害者、知的障害者の割合が一定率になるよ

う義務づけています。いわゆる障害者の法定

雇用率でありますが、この法定雇用率が平成

２５年４月１日から引き上げられます。民間

企業では、現行の１.８％から２％に、国、

地方公共団体等では、現行の２.１％から２.

３％に引き上げられます。

また、今回の法定雇用率の変更に伴い、障

害者を雇用しなければならない事業主の範囲

が、従業員５６人以上から５０人以上に変わ

りますが、三沢市において障害者を雇用する

義務のある企業での障害者雇用率の現状と、

法律の改正により、さらに何社ぐらいふえる

かを伺います。

２点目は、市として企業に対する障害者雇

用について努力されていると思いますが、私

は、事業主の障害者雇用に対する理解が重要

であると思います。事業主に対する障害者雇

用に関する理解を深めるためにも、事業主を

対象とした障害者雇用の説明会、研修会及び

障害者を雇用している企業の現場見学等を積

極的に実施する必要があると思いますが、そ

の点について、現状の活動状況と、その成果

について伺います。
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最後に、交通問題について伺います。

私は、ことしの市議会第２回定例会で、病

院問題の一つとして、北浜方面のバス運行に

ついて質問し、政策財政部長は、現在の状況

では難しいので、現行のバス路線のシステム

の枠組みの中ではなかなか進歩できないの

で、別のシステムを考えてみたいと、それも

視野に入れて検討を進めたいと答弁されまし

た。

そこで、現在の検討状況を伺いたいと思い

ます。

私もそれなりに考えたのですが、おおぞら

小学校児童の送迎用スクールバスを活用して

はいかがですか。現在運行されているスクー

ルバスは、児童をおおぞら小学校に送り届け

た帰りのバス及び児童をそれぞれの地域に送

り届けるため、おおぞら小学校に向かうバス

は空便で運行しています。その空便を有効活

用してはどうでしょうか。

スクールバスの目的と、北浜地区の住民の

方々の足として活用することは問題があるこ

とはわかります。しかしながら、バスの有効

活用としては大変いいと思います。

そこで、伺いますが、市が検討を進めると

いった別のシステムについての現在の検討状

況について伺います。

また、まだ検討中であれば、ぜひおおぞら

小学校のスクールバスの空便を活用したバス

運行について検討する考えがあるかどうか、

伺います。

以上で、私の一般質問を終わります。答弁

よろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの５番瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

さん御質問の防災問題については私から、そ

の他につきましては担当部長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと存じます。

当市の防災及び危機管理体制の強化につき

ましては、総務部総務課防災管理室を中心

に、市消防本部や警察、自衛隊等、各関係機

関と連携を図りながら進めているところであ

ります。

また、これらの関係機関のほか、国、県、

医療機関、通信機関、交通機関、連合町内会

から推薦いただいた方々で組織する三沢市防

災会議、三沢市国民保護協議会による各種計

画の見直しを含め、審議・調査をお願いし、

答申、意見等をいただいております。

御質問の退職された自衛官の方を非常勤の

防災危機管理専門官として採用することにつ

いては、平成２２年第３回定例会でもお答え

をしておりますが、消防活動の実動部隊の長

であります消防長は、お話にもありました

が、消防大学校において危機管理、危機発生

時の対応等を含む教育・訓練を修了しており

まして、その役割を果たしていると考えてお

ります。

しかしながら、市防災計画の継続的推進と

危機管理体制の強化につきましては、さまざ

まな分野の方の知識あるいは経験等が必要で

あると考えておりますことから、防災・減

災、災害発生後の対応等を含め、退職された

自衛官の方に限らず、防災士等専門的知識を

有する方を非常勤のアドバイザー等としてお

願いしていくことも考えているところであり

ます。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 交通問題

についてお答えいたします。

市立三沢病院から北浜方面へのコミュニ

ティバスの運行につきましては、午後１時１

０分発塩釜・追舘行き以降、北浜方面への直

行便がなく、また、乗り継ぎ便についても、

市役所前での乗りかえに時間を要するなど、

利用者の方々に御不便をおかけしていること

から、何とかこの課題を解消したいと苦慮し

ているところでございます。

このことから、市立三沢病院と北浜方面を

運行する病院専用乗り合いタクシーの運行経

費について試算したところ、１０人乗りの普
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通乗用車を使用し、１日２往復、平日２４５

日運行した場合、運賃収入を考慮しない、運

行費のみで年間８００万円かかることになり

ます。

また、運行時間帯によっては、既存の路線

バスと競合するため、バスの減便なども考え

られることから、実際にバスを利用される来

院者のニーズを的確に把握する必要があると

現在は考えております。

このため、市では、市立三沢病院におい

て、来院者の居住地域や通院時間、病院の診

療科や滞在時間、病院からの移動先や帰宅時

間等、利用者の実態及びコミュニティバスへ

の要望について、平成２５年１月にアンケー

ト調査を実施することとしております。

市といたしましては、これらの調査結果を

もとに、コミュニティバスの運行ルートやダ

イヤの改正で対応可能か、あるいは他のシス

テムが必要か否かを前向きに検討する必要が

あると考えております。

次に、御提案のおおぞら小学校スクールバ

スの有効活用についてでございますが、現

在、おおぞら小学校のスクールバスは、十和

田観光電鉄株式会社により運行されておりま

す。

下校時のスクールバスは、それぞれの学年

の下校時刻に対応するよう、おおぞら小学校

発午後２時３０分、３時３０分、４時３０分

の３便が、塩釜方面と八幡方面へ２台運行さ

れております。

また、学校行事に合わせた午後の早い時間

帯での運行等もありますことから、仮に市立

三沢病院から北浜方面へ午後２時以降の時間

帯での運行をしようとしますと、スクールバ

スの車両を使用した運行は、現段階では困難

であると考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 福祉問題、

障害者雇用の第１点目、障害者雇用の現状と

法定雇用率の改正についてお答えいたしま

す。

議員御案内のとおり、平成２５年４月１日

から、障害者の雇用の促進等に関する法律に

定められている民間企業における障害者の法

定雇用率が、現行１.８％から２.０％に引き

上げられます。

障害者の一般就労をあっせん・主管してお

りますハローワークによりますと、平成２４

年１０月３１日現在、三沢管内における障害

者雇用数は１７９名となっております。

また、障害者雇用の対象となる企業は３６

企業ございまして、現在の法定雇用率である

１.８％を達成している企業は１９企業、５

２.７％でありました。

次に、法定雇用率が引き上げられた場合、

障害者の雇用率はアップするかについてでご

ざいますが、各企業の従業員数の変動等で、

障害者雇用対象企業が対象外となるケースも

ありますことから、必ずしも雇用率向上とな

るかは不透明であるとのことでございまし

た。

第２点目の事業主に対して、障害者雇用に

ついて理解を促進するための取り組みの現状

と今後の取り組みについてお答えいたしま

す。

先ほどの髙橋議員の答弁と一部重複します

が、当市といたしましては、三沢地区雇用対

策協議会等の関係団体に対して、障害者雇用

及び職親委託事業の理解、啓蒙、促進を呼び

かけたパンフレットの配布や説明、七戸養護

学校の就職担当教諭と一緒に市内各企業を訪

問して、高等部の生徒の実習先開拓等を行っ

ており、障害者雇用に対する理解を求める活

動を展開してまいりました。

今後におきましても、これまでの取り組み

を継続しながら、三沢市商工会、三沢地区障

害者就労支援連絡会、障害者就業生活支援セ

ンター、ハローワーク、自立支援協議会、各

種福祉的就労事業所等と連携を図りながら、

障害者雇用の促進の理解を得る努力を継続し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ５番。
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○５番（瀬崎雅弘君） 御答弁ありがとうご

ざいました。何点か再質問させていただきま

す。

まず、防災問題につきましては、防災・危

機管理専門官につきましては、前回の答弁ど

おりということでありますけれども、市長と

しては、必要ということで、今後考えたいと

いうことでありますけれども、ぜひこれは専

属ということでもってやる必要があると思い

ますので、前向きに検討をお願いしたいと思

います。これは要望です。

２点目ですけれども、障害者雇用につい

て、現状はわかりました。

ただ、なぜ今、障害者雇用を進める必要が

あるかということですけれども、その根底に

は、やはり共生社会実現の理念があるという

ことであります。障害者がごく普通に地域で

暮らし、地域の一員として、ともに生活でき

る社会を実現するためには、職業による自立

を進めることが重要ということです。

また、障害者雇用制度に基づく雇用義務を

履行しない事業者につきましては、法律に基

づいて、雇い入れ計画作成命令などの行政指

導を受けるとともに、その後も改善が見られ

ない場合は企業名が発表されるとなっていま

すけれども、これまで三沢市は、行政指導と

かといういうことをやったことがあるかどう

か。もしあった場合については、どのように

なっているかということを伺いたいと思いま

す。

また、いわゆる事業主を対象とする説明会

とかがありますけれども、私は、障害者を雇

用する企業だけではなく、全ての事業主に対

して説明をして理解を深める必要があると思

います。

したがいまして、法律で定める雇用義務の

ある会社のみならず、全ての企業に対して、

説明会とかいろいろな研修会を通じて、広く

事業主に対して理解を深める必要があると思

いますので、今後、障害者を雇用する義務の

ない企業にもそういう説明会をされるかどう

か、再質問したいと思います。

最後に、北浜方面のバス運行につきまして

は、おおぞら小学校のバス空便を運行するの

は非常に難しいということはわかりました。

しかしながら、コミュニティバスとかいろ

いろなことで前向きに検討するということで

ありますけれども、もう少し、前向きに検討

するとはどのようなことなのかということに

ついて、できれば市長のほうから直接答弁願

えればと思いますので、よろしくお願いしま

す。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

バスの問題でございますが、私も、皆さん

御存じだと思いますが、選挙公約でもうたっ

ておりますので、１００円バス等の不公平の

問題、これはぜひ改善したいと、このように

思っておりますので、その旨指示しておりま

すので、何らかの方法でこれは解決したいも

のだなと思っております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 障害者のこ

とにつきましての再質問についてお答え申し

上げます。

まず、第１点目の行政指導のことにつきま

してでございますけれども、実は障害者の一

般就労につきましては、基本的にハローワー

ク、国の機関の専権事項となっておりまし

て、我が一地方自治体におきましては、福祉

的就労につきましての観点で、うちのほうは

やっておりますので、行政指導につきまして

は国のほうの指導ということで考えておりま

して、三沢市ではやっておりません。第１点

目でございます。

第２点目の全ての企業主の皆様に対しての

御説明ということでございますけれども、実

はこれにつきましては、先ほど申しました三

沢地区雇用促進対策協議会、また、そのほか

にも、今後、飲食業協会とか自動車整備組合

等に積極的にチラシ等を配りまして、御説明

して、御理解を得たいと思っています。
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また、これにつきましては、先ほど共生社

会ということがございました。やはり市民の

皆様にも、広くこのことにつきまして御理解

いただくために、今後、担当課のほうでは、

障害者の就労支援を考えるシンポジウム、ま

たはパネルディスカッション、講演会を今後

積極的に推進していきたいと思っておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、５番瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１６番山本弥一議員の登壇を願います。

○１６番（山本弥一君） ことしの三沢市議

会一般質問の大トリを務めさせていただきま

す拓心会の山本弥一でございます。

我が三沢市は、住民一人一人が、そのかけ

がえのない人生の主役を演ずる場所でありま

す。そこには、過去に幾万人もの生活の歴史

が刻まれ、現在、そして将来にわたって悠久

の時間を生きる幾百万人もの人生の舞台が用

意されることになります。

この歴史の中のそれぞれの時代人は、三沢

の風土の中に生き、三沢市を守り、育ててき

た歴史があります。現代に生きている地域住

民も、尽きることのない郷土愛と歴史を担う

者としての確固たる自覚を持って、新しい三

沢市のふるさとを創造していかなければなり

ません。

人々がこよなく愛するふるさとの将来は、

そこに住む住民の知恵と情熱と実践に、その

全てが託されております。

まちづくりは、地域づくりの実践を、みず

からの生き方、あるいは自己実現の場とし

て、地域興しの主体としての意識と自立・自

助の精神で立ち上がる、地域住民の存在が必

要であります。

そのためには、人的資源の育成に、まずは

求められるべきものであります。そのために

は、人的資源の方向に向かって、学校教育や

社会教育における対応に加え、コミュニ

ティー活動への参加や社会活動への参加機会

の準備等、さまざま展開が要請されます。

とりわけ、現実のまちづくりは、新しい発

想による地域資源の見直しと、地域づくりの

課題実現に向けた、したたかなバイタリ

ティーが必要であります。

したがって、特に柔軟な頭脳と活力がある

青年層を中心として、リーダーを育成すると

ともに、世代や組織、また、地域を超えた人

的資源の結集が必須の条件であります。

本日は、このことを踏まえ、三沢市総合振

興計画の推進について質問をいたします。

まず第１点目、住民自治意識の高揚につい

てお尋ねをいたします。

我が国の憲法で住民主権が保障されてから

既に半世紀を経過し、現行の地方自治制度は

定着はしてきているものの、しかし、地方自

治の運営に当たっては幾多の問題を抱え、特

に住民の自治意識については、選挙をはじ

め、各面において、いまだ確立しておりませ

ん。

その一つに、住民パワーという言葉が横行

し、主権在民がアピールされる余りに、何で

も市に要求すればやってもらえるという甘え

の傾向が見られます。自分たちのまちは自分

たちで守り、維持する気概は薄く、不平不満

の形だけ残って、消化不良を起こしておりま

す。

しかし、住民自治意識問題を考えるとき、

執行部側にも責任があります。我々議員は、

市財政の窮迫を理解しているが、有権者はど

れほど知っているのであろうか。住民の知る

権利が強調されているが、その前に、行政側

は市財政の現状について、財務当局はわかり

やすく分析し、市民に説明する努力を今以上

にすべきであります。こうした努力が不十分

であります。

住民の甘えの姿勢を是正するためには、行

政には金がかかり、その費用は、基本的には

受益者が負担することをよく理解してもらう

ことであります。今、住民の多くは、役所の

年間経費に充てる財源は、国や県から金が

降ってくるぐらいにしか思っておりません。
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だから、何でも要求すれば通るものと思って

いる節があります。これでは我が国の地方自

治が育つわけはありません。

差し当たって、地方自治の高揚のための受

益者分担制度の創設など、利用する者と利用

しない者との負担区分を明確にし、みんなで

市政を運営する意識を育成したいものであり

ます。

本市では、市民参加型の行政の推進が強調

されてはいるが、市の各種審議会委員の顔ぶ

れを見ますと、同じ人が任命されていて、一

方に偏っているように見えます。

市内には、肩書きこそないが、しっかりし

た見識を持った有識者が少なくありません。

これら委員の任命に当たっては、一応の推薦

を定め、各種団体や町内会の推薦する人材の

中から選任するほうがよいと考えるものであ

ります。

このことが地方自治の高揚につながると

思っておりますが、まずはじめに、答弁を求

めるものであります。

次に、市長にとって革新的で、嫌な意見を

聞くという姿勢こそ、地方自治の育成に欠く

ことのできない課題であります。今日の地方

自治意識の高揚について、住民の立場から見

ても、いわゆるコミュニティーづくりや連帯

意識づくりが十分ではありません。

日本人は、古来から家庭を社会の延長と考

える意識が薄く、家庭を社会的に開放する習

慣がありませんでした。このことが地域社会

の活動に自由に参加するという、いわゆるコ

ミュニティーによる連帯意識を欠く国民性と

なってきております。

その点、欧米では、住民が主体性を持っ

て、個人がお互い協力し合って社会を築き上

げようという住民運動が盛んで、自由に発言

し、活発に意見を発表しております。

日本人は、いまだ個人や人権思想が確立し

ていないため、内なる面を大切にして交流を

続け、人々の横の面となると、全く無責任で

無関心の態度が見受けられます。

しかし、近年、生活水準の向上とともに、

居住環境の快適性や青少年の非行問題、そし

て、交通安全やごみ処理問題をめぐって、み

んなが連帯して解決しようとする機運が盛り

上がり、住民の行政参加が唱えられてきて、

いわば自治意識の高揚は行政参加であり、社

会教育の問題として位置づけ、時間をかけて

も、その芽を大切に育てなければならない

が、市長は、このことを踏まえ、まちづくり

に生かすため、住民自治意識の高揚にどのよ

うに、今後、新たな取り組みを考えている

か、答弁を求めるものであります。

次に、２点目、住民参加の体系づくりにつ

いてお伺いをいたします。

「人とまち みんなで創る 国際文化都

市」の建設を目指す本市は、豊かな農村環境

に包まれる一方、中枢的機能を果たす市街

地、そして、住みやすい住宅環境と、健康で

文化の薫りの高い、人間性あふれる国際交流

都市を目指しております。

このような豊かな地域社会をつくり上げる

ためには、住民みずからが参加し、全て公共

の問題を自分にかかわるものとしての協働意

識を高めることは絶対に必要な条件と考える

ものであります。

このため、地域ごとに分担をし、知恵を出

し合ったり、みんなで力を合わせながら、地

域づくりやまちづくりに参加し、これらに対

し取り組む市民運動と言ってよいでしょう。

しかし、住民参加には、地域的なエゴや、

力によるごり押しにつながりやすく、自分た

ちのまちは自分たちの手で守ろう、また、負

担もしようという意識は弱く、不平不満だけ

残り、消化不良の要素を抱えてはいないの

か。地方自治を育てるために、市民の訴えや

不平は行政の上で重大であり、よって、おろ

そかにはできない問題であって、その取捨選

択を誤ってはなりません。

一方、今日の財政を見ると、起債による多

額の償還費を抱え、この不平や不満と市民の

負担をどう調和を図るか、公共施設等の使用

料は妥当であるのか、我慢すべきところは我

慢をしてもらい、当然に負担を願うところは
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適正に負担をしてもらい、我が市は我々の力

で行政を進めるという市民の自治意識の向上

と啓蒙を図ることは、将来を展望した場合、

最も重要であります。

よく行政当局が民間活力という言葉を使う

が、これは、市民みんなの総意と知識を拝借

するということではないのか。

住みよいまちづくりを当局に任せっきりで

はなく、仮に市全体を一つの会社とするなら

ば、市民一人一人が経営者になって、何をし

たらよいか、何をなすべきかということで、

そこに住民参加が始まり、長期発展構想への

プロジェクトチームの編成が必要になりま

す。

これまで市長が提唱してきた町内会懇談会

の開催や、その他グループ活動の動きなどを

総合判断すると、市長が唱えるほどの市民参

加運動が盛り上がり、その効果を生み出して

きているかといえば、疑問を感じます。

住民参加の運動は、今唱えて、あすに効き

目があるというものではありませんが、絶え

ず長期にわたる活動で、結果論として、その

功罪を論ずるべきものであります。

どんな目標であっても、城壁が一つ一つの

石で築き上げられるように、市民の自治意識

や学習の高揚をはじめ、まちづくりに対する

さまざまな発想、そして、若者たちの地域活

動の盛り上がり、また、文化や芸能、そして

スポーツ活動などの振興等、住民みんなで自

分のまちを自分たちの力でつくり上げるとい

う意識や連帯感が必要であります。

それには、利便性や快適性をはじめ、健康

で調和のとれた活力あるまちづくりが、住民

参加の支障となるでありましょう。

したがいまして、そろそろ口だけの住民参

加論だけではなく、真の意味での恒久的な地

方自治の基盤を築き上げるために、社会教育

の一場面として、具体的な戦術を体系的に理

論づけ、着実に実践する方策を樹立すべきで

あります。

さらに、自治意識を高めるためには、市民

が地方自治の組織や仕事の内容を知り、理解

する必要があります。

この際、市長は、過去の慣例や、事なかれ

的な着想を捨てて、斬新な視野を持って、ひ

たむきの努力よりも革新的な布石を敷くなら

ば、これら住民の行政参加論に必ずや花が咲

くことを信じてやまないが、市長は三沢市総

合振興計画への住民参加を、どのような新た

なる取り組みを考えておられるのか、答弁を

求めるものであります。

次に、３点目、リーダー養成についてお伺

いをいたします。

昔から、企業は人なりと言われているが、

まちづくりも同じことが言えます。なぜなら

ば、まちを構成しているのが、そこに住む人

間であります。この人間の考え方が変革され

ない限り、まちの活性化は期待できないから

であります。

近年、よく見かける光景だが、例えば商店

街の手直しや、あるいは再開発を実施しよう

とすると、そこには必ずと言ってよいほど人

間同士の葛藤が起きます。

本来、自分たちの生涯をかけて生活してい

くであろう地域興しでありながら、それでも

人は抵抗し、恨みつらみを並べ立てるなど、

人間の生々しいドラマが展開されてきており

ます。

なぜだろうか。それは、一言で言うなら

ば、魅力的な強力なリーダーがいないからで

あります。このため、まちづくりは人づくり

と言われているところであります。

そこで、個人と社会の相互関係と扶助、協

力関係をどう結びつけるか。行政側が音頭を

とっただけでは、円滑に進むものではありま

せん。そこには、中核的仲立ち者として、す

ぐれたリーダーが必要であります。

これからは、人材の育成に力を入れ、本市

の産業振興や商工業の発展及び教育、文化や

スポーツ等の各面にわたって、リーダーの存

在が重要であります。その育成は、三沢市総

合振興計画推進に当たって、欠くことのでき

ない条件であると考えるものであります。

社会経済情勢が変動する中にあって、民間
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活力を生かし、地域活性化を図るためには、

各界にわたってリーダーとの連携を強化し、

各種の行事の企画や実施に当たって、協力体

制が極めて重要であります。

具体的にまちづくりのためのリーダー格や

社会の後継者をどう活用し、育成していくか

が問われております。

まちづくりは、市民意識の高揚と発想の転

換が必要であります。我がまちをよくするた

めには、自分のまちを好きにならなければな

りません。

そのためには、自分のまちをよくする努力

が必要不可欠であります。市民一人一人がま

ちづくりのために何ができるかを問い、また

一方、何ができるかを実践し、他の市町村の

人々から問われた場合、すばらしい我が三沢

のまちですと、誇りの持てる市民意識を育て

ることが大切であります。その中から、市民

の前向きなまちづくりムードが盛り上がるこ

とを期待するものであります。

まちづくりをどうするのか。市全体を１軒

の家と考え、増改築することと同じだと思う

と、次々にアイデアが浮かんでくるでありま

しょう。

例えば、我が家の玄関は、本市で考える場

合、駅前周辺に当たり、お客を気持ちよく迎

えるには、まだまだ整備が足りません。庭の

見える場所につくり、できるだけゆったりと

し、装飾品も欲しい。

廊下は、我が三沢市の道路に当たります。

できるだけ行き来しやすいように広くした

い。庭の植木も四季の変化を考えたい。

家族は、市民に当たり、みんなが楽しい憩

いの場として整備し、自給の菜園は農業に当

たり、よい食料品をつくりたい。居間は、体

育館に当たり、より広くし、子供が遊ぶス

ペースが欲しいなど、まちづくりは、我が家

の増改築のように身近になり、家族全員が、

つまり、市民が理解し、協力し合えば、楽し

みとアイデアで立派な我が家ができ上がるで

ありましょう。また、地域社会が完成するこ

とでもありましょう。

この家づくりを内面的に支えるものは、行

政のプロである市職員の責任と任務が鍵とな

ります。我が家の設計図である三沢市総合振

興計画構想を、いかにやる気を起こして士気

を高めるかに、その全てがかっていると言っ

ても決して過言ではありません。

したがいまして、まちづくりは、行政だけ

が先行するのではなく、住民と一体となった

形で実施し、民間活力を引き出すために、

常々リーダー格を育成し、市民参加のまちづ

くりの意識を高めなければ、三沢市総合振興

計画も絵にかいたもちになりかねません。

そのための諸行事の企画や実施に当たって

は、各関係団体や組織が実行委員長になり、

行政側はあくまでもアドバイスや援助役を果

たす配慮が重要と思うが、市長は、まちづく

りのリーダー養成に今後どのように取り組む

のか、答弁を求めるものであります。

最後の質問になります。４番目、青年との

体系づくりについて質問いたします。

これまで、まちづくりというと、専ら熟年

以上の地域の有力者の発言に同調するという

実権を握られてきているのが実情でありま

す。

これからの時代は、このような風潮を改

め、現代社会にマッチした感覚の持ち主であ

る若者のアイデアと実践力の活用を図るとと

もに、青年に夢を持たせることが肝心で、重

要施策の人間開発と若者のリーダー養成が大

きな課題であります。

最近、市長は、青年会議所をはじめ、商工

会青年部や農協青年部の若手、中堅と、まち

づくりについて意見交換を開催していると聞

き及んでおります。

若者たちのエネルギーは、これからの総合

振興計画推進の原動力であり、その郷土愛や

協働精神で地域の発展をいかにするか、その

肩にかかっていると言っても過言ではありま

せん。よって、今後も永遠に期待されるもの

であります。

いつの時代でも、青年が政治や経済など、

地域問題を素早く率直に語り合い、一歩大き
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く前進するために立ち上がる雰囲気と気概が

あります。純粋な青年たちの気持ちが、よい

意味でのけんかごしで行政側に積極的に対話

を申し入れ、行政側も喜んでこれを受け入

れ、まちづくりのビジョンを練り、これを行

政に反映させるような政治姿勢であってほし

いと願うものであります。

しかし、現状はなかなかそうなっていない

し、行政側の配慮が足りないように見えま

す。

なぜならば、どうもこれまでの行政の姿勢

を見ると、依然として古い殻におさまって、

法規を盾にとって、あれもこれも困難という

態度が見られ、ひとり相撲に終わってはいな

いのか。

法治国家として、法を執行する者の当然の

姿勢とは言えるかもしれませんが、末端の地

方自治の運営はこれだけでは不十分であり、

ともに住民と学び、教えるという姿勢が重要

であります。

これからの次代を担う青年の自治意識の高

揚は、要は住民参加論の一つであります。住

民が主体性を持って、各人が協力し合って、

三沢を築き上げようという参加意識を持ちな

がら自由に発言し、活発に意見が交換できる

雰囲気づくりを……。

○議長（舩見亮悦君） この際、山本議員に

申し上げます。

初回質問の制限時間が参りましたので、質

問を終えてください。

○１６番（山本弥一君） 行政側は、社会教

育と体系づくりとともに形成し、恒久化すべ

きであると考えるが、その取り組みについて

答弁を求めるものであります。

これで、私の一般質問を終わります。

多少、時間が予定どおりいかなかったこと

を、心から傍聴者等にもおわびして、終わり

ます。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの１６番山

本弥一議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

さん御質問の住民自治意識高揚への取り組み

のうち、審議会委員の任命については私か

ら、その他につきましては政策財政部長から

お答えをさせますので、御了承願います。

ことしの最後の定例会を仕切る山本議員さ

んの発言、まさに当市のまちづくりに熱い思

いを語られたわけでありまして、私もまた、

その思いを新たにいたしたところでありま

す。

お答えをいたします。

各種審議会等の附属機関につきましては、

法律または条例の定めにより設置しておりま

して、当市におきましても、市民、関係団

体、専門的知識を有する方々の意見をお聞き

するため、三沢市総合計画審議会をはじめ、

３７の審議会等を設置しておりまして、審

議・調査を行い、答申、意見等をいただいて

おるわけであります。

これらの審議会等の委員の任命につきまし

ては、法律または条例等で、行政機関の長あ

るいは関係団体の長などと指定されているも

のがあり、これらにつきましては、法令に基

づき任命をいたしているところであります。

また、委員の任命等に指定がない審議会等

につきましては、学識経験者、地域の代表者

のほか、地域の推薦や公募によりまして、職

種や肩書き等にとらわれず委員を任命してい

るところでもあります。推薦していただく場

合には、団体の長に限らず、適任者の推薦を

お願いしているところでもあります。

さらに、三沢ハーモニープランに基づき、

女性委員の積極的な登用を推進していく上で

も、女性の推薦をもお願いをしてまいってい

るわけであります。

今後におきましても、審議会等の委員の任

命につきましては、法令等により特段の定め

があるもの以外につきましては、当市のまち

づくりについて、多くの皆様方のお考えを伺

えるような団体や地域からの推薦や公募等も

行ってまいりたい、このように考えておりま

す。



― 72 ―

さらには、各分野の見識をお持ちの方や、

個人、勤務先、各種団体などで社会活動を

行っている方や、地域の発展に熱意を持って

貢献されている方など、その専門知識や能力

を発揮していただくことができるよう、市民

の方々に人材登録していただき、その登録さ

れた方の活用によりまして、審議会等委員へ

の登用や、あるいは研修会、講演会等の講師

をしていただくことなど、市民参加のまちづ

くりの施策等の構築も検討してまいりたい、

このように考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 三沢市総

合振興計画推進についての１点目、住民自治

意識高揚への取り組みについての後段の部分

にお答えいたします。

当市においても、地域が抱える課題の解決

に向け、ＰＴＡや各町内会、ＮＰＯ団体が主

体的に活動しており、協働のまちづくりを進

める観点からは非常に好ましいことであると

認識しております。

まちづくりを効果的に進めるためには、

パートナーとなる市民や市民活動団体の積極

的な参加と自治意識の高揚が必要でございま

す。

市といたしましては、市民や市民団体を育

成し、自治意識の高揚を図るため、まちづく

りについての講演会やフォーラム等を開催し

ております。

今年度におきましては、市民活動パワー

アップ講座の開催を予定しております。

先ほど議員さんから、自治意識の高揚は息

の長い取り組みになるものとの見解が示され

ましたが、市も同様に考えており、このこと

を根底に、今後においても、地域の課題解決

に取り組んでいる市民や団体に参考となるよ

うな講演会やフォーラム等を継続的に計画し

ていくことにより、機運の高まりという好機

を逸することなく、自治意識の高揚を図って

まいりたいと考えております。

次に、御質問の２点目の住民参加の体系づ

くりについてお答えします。

市では、平成２３年度において、地域の課

題や将来像について広く市民に意見を求め、

地域に住む皆さんと行政が何をすべきかを考

える機会として、住民懇談会を開催いたしま

した。

この住民懇談会の第１回目は、平成２３年

５月１７日に、東古間木地区町内会連絡協議

会の七つの町内会の方々に参加していただ

き、古間木川川沿いに桜の木を植樹すること

により、景観の向上を図り、地域の憩いの場

としたいという御提言をいただきました。

この桜の植樹に関する御提言については、

後ほど地域住民の方々の手によって、桜の苗

木が植栽されたところであり、まさしく「人

とまち みんなで創る」という協働によるま

ちづくりを実践した好事例であると認識して

おります。

２回目は、８月３１日に、西古間木地区町

内会連絡協議会の１１町内会の方々に参加し

ていただき、三沢駅周辺に関する今後の整備

についての御意見をいただきました。

計画を含めた今後の進め方について、行政

と地域住民の方々が情報を共有する絶好の機

会となったところでございます。

３回目は、９月２６日に、東部地区町内会

連絡協議会の８町内の方々に参加していただ

き、４回目は、１１月１５日に、北部地区町

内会連絡協議会の１２の町内会の方々に参加

していただき、それぞれ共通の問題について

話し合う絶好の機会となりました。

５回目と６回目は、翌年１月１７日と１９

日の２回にわたって、中央地区町内会連絡協

議会の７１町内会の方々に参加していただ

き、アメリカ村への誘客のためのイベント

や、旧米軍引き込み線跡地の有効利用につい

ての御提言をいただきました。

このように、この住民懇談会は、地域の

方々が抱えている地域の問題を解決するため

に、行政と解決策について話し合う場とし

て、大きな効果を上げているものと考えてお

ります。
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今後は、さらに視点を変え、例えば小学校

の子供を持つ保護者の方や、介護を要する家

族をお持ちの方など、人の属性に着目した区

切りにより住民懇談会を開催することなどを

検討してございます。

今後におきましても、さまざまな立場の市

民の方と住民懇談会を開催したいと考えてお

り、その際には、新たな視点で、職域別、年

齢別など、可能な限り多様な分類により広く

市民の意見を聞き、政策を進める上で、それ

らの意見を取り入れていきたいと考えており

ます。

次に、御質問の３点目、リーダー養成の取

り組みについてお答えします。

まちづくりには、さまざまな知識や経験を

持った市民が、その知識や経験、そしてアイ

デアを生かしながら、それぞれ活動に取り組

み、各地域でさまざまな活動が活発に展開さ

れることが必要となります。

そのためには、地域づくり活動をみずから

の手で企画し実践できる人材、すなわち、

リーダーを各団体の構成員や地域の中に育て

る必要がございます。

このリーダーは、活動規模の大小にかかわ

らず、自身で考えた地域づくり活動を継続的

に推進していく力と、忍耐力と人望などをあ

わせ持った存在でございます。

また、協働のまちづくりを推進するために

は、三沢市全体で協働への意識を持つことが

必要不可欠であることから、市民にもまた行

政に関心を持っていただかなければならない

ものでございます。

このことから、市では、協働のまちづくり

フォーラム、市民活動推進フォーラム、市民

活動フォーラムＭisawa、協働のまちづくり

講演会、まち・きらきらセミナーなどを開催

したところでございます。

さらに、次世代の人材育成を目的として、

人材育成セミナーを２月と３月に計３回開催

する予定となっております。

今後におきましても、協働のまちづくりに

ついて、より広く周知できる方策を講じると

ともに、リーダーの育成につながるセミナー

等を開催し、県や他の団体が開催する講座等

についても情報提供するなど、根気強く取り

組んでまいりたいと考えております。

次に、御質問の４点目、青年活用への体系

づくりについてお答えします。

今後のまちづくりにおいては、アイデアと

実践力にあふれる若い世代にも、ぜひとも主

体的に参加していただきたいと考えておりま

す。

市といたしましては、今後も住民懇談会を

開催していく中で、若者の意見を引き出せる

場を設け、その意見を市の施策に反映させる

ためにはどのような手段を用いるべきか、鋭

意検討してまいります。

また、先ほど御質問の３点目の回答でも申

し上げましたとおり、協働のまちづくりを推

進するためには、三沢市全体で協働への意識

を持つことが必要不可欠であり、市民にもま

た行政に関心を持っていただく必要がござい

ます。

しかしながら、意識改革のたぐいは、一般

的にはすぐに効果があらわれるものではな

く、継続して取り組んでいかなければならな

いものであります。今後も市民の意識改革と

リーダー養成には粘り強く取り組んでまいり

ます。

このことを前提としながら、青年の社会教

育及びこの体系化については、青年会議所、

商工会青年部、農業協同組合青年部等の関係

機関と協議しながら取り組んでまいりたいと

考えております。

○議長（舩見亮悦君） １６番。

○１６番（山本弥一君） それでは、住民参

加型への体系づくりの取り組みについて再質

問をさせていただきます。

まちづくりは、先ほども言いましたけれど

も、その地域の歴史において、時間を超えた

大地の共有であります。いわゆる開かれた社

会の精神に基づき、連帯の輪は、同じ時代に

生きる住民一人一人との大地の共有を目指す

ものであります。
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よって、まちづくりは、単に一つの部分で

はなく、総合的に考え、ありとあらゆる大き

なエネルギーの結晶でなければなりません。

したがいまして、市政は、住民のだれもが

生きる喜びや楽しみを実感できるまちづくり

に取り組むべきであります。

本市の総合振興計画実施において、住民参

加型の市政を貫き、地域の経済をはじめ、社

会や教育、文化等の各面に自主性を高め、お

互いに協調し、協力し合って行政効果を高め

るのが住民参加への行政であります。

そこで、先ほどいろいろな前向きな答弁が

ありましたが、それらを進めるに当たって

も、重要なのは予算であります。そこで、こ

れまで以上に、どのような市長が予算措置を

考えているのか。質問の答弁ではなく、実効

性あるもの、それは裏づけは予算措置であり

ます。今以上に進めるためには、新しい年度

に対して予算措置をして、さらなる市民参加

型への行政を進める、このことが大変重要だ

と思います。

そこで、ここは、市長がどう予算づけの措

置をする考えがあるのか。部課長では、これ

はちょっと無理ですから、市長から答弁をい

ただきたいと思います。よろしくお願いしま

す。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

これは指名でございますので、あえてここ

に立ちました。

質問の協働のまちづくり、その裏づけは予

算がなければできないのだと、こういう質問

であったかと思います。

ただ、前の論議では、何か財源にも限りが

あるので、いわゆる市民が主体的にやるとい

うような提案もあったようでありますけれど

も、いずれにしても、ただというわけにはい

きませんが、そういう手だてといいますか、

その裏づけというものは当然あるわけであり

ますので、私は協働のまちづくりを第一に進

めております関係もありまして、それなりの

裏づけというものは当然考えていかなければ

ならない、このように考えておりますので、

来年度の予算等では十分検討してまいりたい

と思います。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 答弁に対する質問に

してください。

１６番。

○１６番（山本弥一君） 議長さん、限られ

た議会なのです。こういうチャンスは年４回

しかないので、我々人間は神様ではない。先

ほど忘れました再質問があるので、お許しを

いただきたい。こういうのは寛大にしないと

いけないよ。

そこで、１点目の各審議会等において、ど

うも二つ三つ、多い場合は三つぐらい兼ねて

いるという傾向があるので、できれば、法的

にどうしても重複する場合を除いて、協働の

まちづくりに向けて広く市民の意見を伺うと

いう姿勢、できるだけ市内に住む有識者な

り、地域の推薦する方をどんどん足でもって

集めてください。そういう傾向に持っていっ

て、みんなで盛り上げようではないか。やっ

ぱりまちづくりは市だけではできません。市

民一体となってやるのが本物のまちづくりだ

と思うので、この辺、再度、一人で三つも四

つもというのは、だれが見ても偏っていると

いうの。この辺、市長からいま一度答弁いた

だきたいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたしたいと思います。

偏っているということでありますけれど

も、先ほども申し上げたように、いろいろ

法、条例等で定めているものについては、こ

れは当然の話でありますので、それ以外につ

いては、先ほど申し上げたようなことで対応

しているわけでありますし、今後も、今、議

員御指摘のようなことも十分考慮しまして、

対応してまいりたい。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、１６番山本
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弥一議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第 ９４号から

日程第３６ 議案第１３０号まで

○議長（舩見亮悦君） 次に、日程第２ 議

案第９４号から日程第３６ 議案第１３０号

までを一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第３７ 議案質疑

○議長（舩見亮悦君） 日程第３７ ただい

ま一括議題といたしました全議案に対し、議

案質疑を行いますが、通告がありませんの

で、議案質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第３８ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（舩見亮悦君） 日程第３８ 特別委

員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、８名をもって構成す

る予算審査特別委員会、同じく８名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、これに付託の上、慎重に行いたいと思

いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（舩見亮悦君） 異議なしと認めま

す。

よって、予算審査特別委員会、定数８名、

条例等審査特別委員会、定数８名をそれぞれ

設置し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第９４号か

ら議案第１０１号までの８件を、条例等審査

特別委員会には、議案第１０４号から議案第

１３０号までの２７件をそれぞれ付託しま

す。

─────────────────

◎日程第３９ 特別委員会委員の選

任

○議長（舩見亮悦君） 日程第３９ 特別委

員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました２特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、本日散会

後、委員長、副委員長をそれぞれ互選して、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、予算審査特別委員会を大会議

室、条例等審査特別委員会を第２会議室にお

いて、それぞれ願います。

─────────────────

○議長（舩見亮悦君） 以上で、本日の日程

は終了しました。

なお、明日から１２日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１３日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時５０分 散会


